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１ 企画政策部会の実施概要
及び主な意見要旨

３



〇 都環境基本計画で掲げた施策の推進における課題、強化すべき施策・方向性等について環境審議会で議論

○ 特に、２０５０年ゼロエミッション東京の実現に向け、２０３０年カーボンハーフ、さらにその先を

 見据え、主要分野の施策の強化・深掘りについて、企画政策部会で議論

１ 企画政策部会の実施概要及び主な意見要旨

令和６年度の東京都環境審議会について

企画政策部会 開催日 議事

第５３回 令和６年８月１日 部会長の選任について

第５４回 令和６年８月２６日 政策の方向性について(省エネ・再エネ等）

第５５回 令和６年１０月１７日 政策の方向性について(資源循環・フロン排出対策）

第５６回 令和６年１１月１日 政策の方向性について(家庭部門における省エネ・再エネ 等）

第５７回 令和７年１月１５日 政策の方向性について(水素・ＺＥＶ 等)

第５８回 令和７年２月１４日 将来を担う世代との意見交換、部会議論の総括

総会 開催日 議事

第５５回 令和６年８月１日 東京都環境基本計画に掲げた施策の進捗状況

４



主な意見要旨（１/９）

■2050年ゼロエミッションに向けて

５

１ 企画政策部会の実施概要及び主な意見要旨

＜ビジョンの共有＞

• ２０５０年の都のゴールイメージの共有化が重要。２０５０年の東京の姿をイメージすることで、

今取るべき行動が明確化。道筋とビジョンを議論することが重要で、それが都民へのメッセージに

もなる

＜レジリエンスと競争力＞

• 東京都のレジリエンスと競争力は、今後の都市のあり方を考える上で重要な鍵。住宅への太陽光

発電設備導入やＺＥＶ推進など、多くの取組が企業競争力と都市レジリエンスを高める機会となる

＜施策間の相互連携＞

• 都が推進する様々な施策は相互に関係し合っており、シナジーの場合も、トレードオフの場合も

   ある。このため、施策全体として持続可能な方向に向かっているかという観点での確認が必要

• 生物多様性、ネイチャーはそれ自体がサステナブルなシステムであり、カーボンとネイチャーの関

連を意識すると全体としてサスティナブルな方向に向かう。さらに、資源循環も含めて考えること

が重要



主な意見要旨（２/９）

■2050年ゼロエミッションに向けて

６

１ 企画政策部会の実施概要及び主な意見要旨

＜自立的な脱炭素化行動への移行＞

• 脱炭素化を進めるには、補助金による普及促進が重要だが、ある段階からはカーボンプライシング

による環境負荷の高いものの価格上昇と脱炭素製品の自立性の向上が必要。最終的には個人や企業

が主体的に脱炭素に取り組むことが不可欠であり、その実現に向けて考えていくことが重要

＜都外への排出影響等＞

• 食料による間接排出や、鉄や木材調達における森林破壊など、都外への悪影響を減らせているかは

脱炭素分野のみならず、他の分野でも重要。２０５０年に向け、消費の在り方や、都外に流れる排

出量に対する働きかけにも取り組んでほしい

• 企業への温暖化対策要求は、以前はScope1・2が中心だったが、現在はScope3を含むバリューチェー

ン全体への対応が不可欠。「より深く」に加え、大消費地として、都がグリーン調達といった「よ

り広く」の取組へのメッセージ発信を

＜金融＞

• 2050年までに建物は全てＺＥＢ・ＺＥＨとする必要があり、その実現には初期投資の高さが課題。

 都による初期投資を支援する補助金や融資制度に加え、民間金融機関の取組など金融の役割が重要



主な意見要旨（３/９）

■2050年ゼロエミッションに向けて

７

１ 企画政策部会の実施概要及び主な意見要旨

＜都市づくりのあり方など＞

• 2050年に向けて、まちづくりのあり方も重要。分野横断型で東京のまちをあるべき姿に変えていき

たいという視点が重要

• エネルギーの使い方、ＣＯ２の排出構造も変化が予想される。また、既存ストックや世帯数、人口

 分布などがどう動いていくのかという視点も持って、どのような住み方がエリア的・健康的により

 望ましいか、という議論をしていくことも必要

• 防災対策において、住民の方々に環境・防災の両面から設備が担う機能の重要性を認識いただくこ

とが重要。

＜企業・団体との連携＞

• 脱炭素化において企業活動は重要。東京に集結する企業の声を結集して、自治体として国の政策に

影響を及ぼすような戦略的な取組を期待。JCLPなどの団体等とも連携し、国へのメッセージ発信を



主な意見要旨（４/９）

■省エネ・再エネ等（全般）

８

１ 企画政策部会の実施概要及び主な意見要旨

• ギガワット級の風力発電ファームの導入は、技術的にも実現可能に近づいており、未来に向け、都

として浮体式洋上風力を推進すべき

• 農地への再エネ導入はエネルギーに係るコスト抑制になる。農業試験場の活用や都市農業との親和

性も検討し、再エネ導入と同時にどう進められるかを丁寧に深掘りする必要

• 屋上緑化でもソーラーシェアリングを考えると、物件の資産価値向上にも資するのでは

• ダイナミックプライシングの実証は、自動化により、効果が大きいという結果が出る可能性あり。

自動化のためにはＤＲｒｅａｄｙの普及が課題

【再エネ導入拡大】

【エネルギーマネジメント】



主な意見要旨（５/９）

■省エネ・再エネ等（全般）

９

１ 企画政策部会の実施概要及び主な意見要旨

• 区市町村と連携し、防災等の観点で重要な公共建築物で重点的に再エネ・省エネを推進すべき 

• キャップ＆トレード制度の延長で、積極的に省エネ等に取り組む事業者に経済的なインセンティブ
を付与できるとよい 

• 中小企業の脱炭素化へのハードルは、マンパワー・ノウハウ不足のため、中小企業への配慮をお願
いしたい 

• 建物対策は災害時等のＢＣＰ対策でもあり、エネルギーコストの抑制にもなる

• 在宅避難の増加等を踏まえ、夏の災害発生に伴う広域停電時の熱中症リスク軽減のため、住宅での

 自立運転型パワコンを備えた太陽光発電システムや蓄電池併用による再エネ導入促進が重要

【多様な主体との連携・実証など】

【建物の防災】

• 気候変動に関わる教育の継続的かつ体系的な導入が肝心。実効性ある環境教育の強化を 

• 都民が再エネを導入する動機は脱炭素より経済性や快適性。これらを併せた情報発信等を

• 暑い夏の停電は命にかかわるというのが、太陽光・断熱・蓄電池の普及のキーとなる。

【行動変容】
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■省エネ・再エネ等（家庭）

主な意見要旨（６/９）
１ 企画政策部会の実施概要及び主な意見要旨

＜新築対策＞

• 新築対策は、今後５０年の住宅ストックの半分を占める重要な課題。ＺＥＨ・ＺＥＢの普及率が低い

 現状があるため、省エネ性能向上と再エネや蓄電池利用を含むＺＥＨ推進が、極めて重要

＜既築対策（断熱）＞
• 欧州の住宅性能の評価制度も参考にしつつ、省エネ性能など資産価値を高めるような枠組みが有効

   特に、賃貸住宅では、大家が自主的に取組を促進できるようなラベリング制度などを検討すべき

• 賃貸オーナー、工務店、管理組合、住宅の情報提供を行うプラットフォーマーなども政策の対象と

して位置付けるべき。例えば、不動産ポータルサイトと連携して断熱による電気・ガス代の削減効果

を見える化するなど、入居者へのメリットの明確化を通じて、間接的にオーナーの改修意欲を向上

させることが重要

• 既存住宅への対策では、行動変容と経済的インセンティブが重要。断熱リフォームは効果が大きい

 ため、補助金提供の方法に工夫が必要。事業者選定から補助までをパッケージ化し、メニュー提供

する都の手法は効果的

【省エネ推進】
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＜既築対策（給湯・冷暖房）＞

• 既築建物の省エネ化においては、窓の高断熱化と給湯・冷暖房機器の高効率化が重要。

ガス給湯器の最新機種への交換により１５～２０％の省エネ効果が見込め、冷房機器も、エネルギー

効率とフロン漏洩防止の観点から有効であるため、早期交換の促進が重要

• 都の目指す方向性の実現とライフスタイル変容のためには、ハードとソフト両面からのアプローチが重要。「格

好良さ」と「実利」をキーとした発信等により、社会常識を変容させることも必要

• 都はメディアにアプローチする団体と積極的に連携することで、分かりやすく、楽しい発信を行う

 など、多角的なメディア戦略を検討すべき

（例：宅配の再配達問題、労働力不足が主で、ＣＯ２の観点での報道が少ない）

１ 企画政策部会の実施概要及び主な意見要旨

【ライフスタイル】

【メディア戦略】

【情報発信】

• 都の目指す方向性の実現とライフスタイル変容のためには、ハードとソフト両面からのアプローチ

が重要。「格好良さ」と「実利」をキーとした発信等により、社会常識を変容させることも必要

• 家電のコントロールが可能なスマートスピーカーなど、高効率機器の普及には、ＹｏｕＴｕｂｅや

ＳＮＳのインフルエンサーによる情報発信も有効

■省エネ・再エネ等（家庭）

主な意見要旨（７/９）



■資源循環

• 食品ロス削減は、福祉分野との連携など他分野と連携した推進を期待

• 都のプラスチックごみ対策の進度や、資源循環対策の重点を明確にし、環境配慮設計や上流対策を
検討してほしい

• 消費行動の変容は、経済的なインセンティブが最も有効なので、他分野で使えるポイント制度など
の工夫ができるとよい

■フロン対策

• 短期で気温の上昇を抑制できる非常に効果的な対策なので、しっかり進めていく必要

• 過去の実績から見て、使用時や廃棄時にフロンを全く漏らさないことは困難。ノンフロンへの転換
が決定的に重要

• 家電リサイクル法に基づく適正処理には、金銭的なモチベーションを導入するのも一つの手段

12

１ 企画政策部会の実施概要及び主な意見要旨

主な意見要旨（８/９）
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■水素

• 国内の再エネを有効活用してグリーン水素を製造し、電気では対応できない熱や燃料分野に充てて
いくのがグリーン水素の理想的活用法。他自治体との連携が重要

• 供給側のトランジション加速に向け、東京はグリーン水素を求めていることをメッセージとして強
く打ち出してほしい

• 水素ステーションは、現在の活用状況を踏まえ、需要とマッチした建て方が重要

• モビリティ対策を進める上で、水素と電気の棲み分けは産業界の方向性踏まえ見極めていく必要

１ 企画政策部会の実施概要及び主な意見要旨

■ＺＥＶ

• ＥＶやＶ２Ｈ、Ｖ２Ｂは、防災面での活用や再エネ電源の調整機能としても重要。環境の視点以外
も含め、総合的に働きかけて導入を促進すべき

• 実態や課題を踏まえた支援策や、普及拡大の観点から導入実績の見える化や表彰等も検討すべき

• ＺＥＶ推進はベネフィットが大きい施策。都民にとってプラスになる点を前面に出してみては

主な意見要旨（９/９）



２ 2050東京戦略（案）
ゼロエミ分野
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２ 2050東京戦略（案）ゼロエミ分野

ゼロエミッション東京実現に向けた今後の取組(ポイント)

〇 企画政策部会で重ねた脱炭素分野の主要課題の議論も踏まえ、２０５０年ゼロエミッション実現に
 向けた取組を更に加速化

○ 都の新たな長期戦略である「２０５０東京戦略」(案)において、施策強化の道筋を提示

○ 令和７年度のゼロエミ関連予算案として３，０１１億円を計上 (前年度予算額1,849億円）

再エネ

➢ 東京のポテンシャルを
最大限に生かし、再エネ
実装を更に加速

省エネ

➢ 先駆的な取組により、建
築物の省エネ・断熱化を
徹底的に促進

資源循環

➢ 多様な主体と連携し、脱
炭素等に資する循環経済
への移行を加速

フロン排出対策

➢ 先端技術の活用や回収対
策の徹底により、対策を
徹底

水素・ＺＥＶ

➢ 水素の社会実装や様々な
分野でモビリティのゼロ
エミ化を促進

15
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○ ２０５０年代に東京が目指す姿として、新たな「ビジョン」を描き、バックキャストの視点で
「ビジョン」を実現するための２０３５年に向けた「戦略」(パブコメを経て、３月に成案公表予定)

○ 本戦略(案)の中で、新たに２０３５年政策目標を提示

■ ２０５０東京戦略(案)目次

※パブコメは、
１月31日から
３月３日まで実施

(2025年１月31日公表)

２ 2050東京戦略（案）ゼロエミ分野

２０５０東京戦略(案)について



2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋



（これまでの議論の総括）

２０５０年ゼロエミッション東京の実現に向け、２０３０年カーボン

ハーフ、さらにその先を見据え、以下の視点でご意見をいただきたい。

① ２０３０年カーボンハーフの実現をより確かなものとするために、

 都として今後、更に加速・充実強化、新規着手・連携等が必要な

 取組 等

② ２０５０年ゼロエミッションを見据え、中・長期的視点で

 都として取組むべき方向性、特に留意すべき事項等

本日ご議論いただきたい視点
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以下、参考資料
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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2050東京戦略案
より抜粋
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